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JIP's Direct 「FOCUS」： 資産形成の為の金融教育～より実効性のある投資教育を目指して

第1章金融教育の全体像について

第2章投資の現場における教育について

第3章投資教育に関する新たな取組みについて

第4章身近な投資教育について

金融教育推進の概観

日本社会の変化
• 高齢化社会
• 低成長

国民の金融リテラシー
向上の必要性

安定的な資産形成に
向けた投資教育

情報・金融リテラシー
についての教育

若年期からの
金融リテラシー向上
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家計の金融資産構成

現金・預金 債務証券 投資信託 株式等 保険・年金・定型保証 その他計

※日本銀行「資金循環の日米欧比較（家計の金融資産構成）2020年3月末現在値」より

欧米に比べて
高い現預金比率

欧米に比べて高くない
金融リテラシー

金融リテラシー調査（2019）
特に、「複利」、「インフレ」、「分散投
資」がOECD調査（2016）などに比べ
低い


